
別紙２（様式1）          研究事業評価調書（平成25年度）     平成25年12月19日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 平成23年度～平成27年度 評価区分 途中評価 

クエ資源管理技術開発事業 研究テーマ名 

（副題）  （クエ資源の持続的な利用に向けた効果的な放流手法の開発と資源管理手法の検討）    

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 長崎県総合水産試験場 漁業資源部 栽培漁業科 戸澤隆 

＜県総合計画等での位置づけ＞  

長崎県総合計画 

基本理念 産業が輝く長崎県 

政策 ４．力強く豊かな農林水産業を育てる 

施策 （５）次世代へつなぐ水産資源と漁場づくり 

長崎県科学技術振興ビジョン 

基本目標 競争力のある産業により雇用が拡大した社会 

２－１．産業の基盤を支える施策 

（２）力強く豊かな農林水産業を育てるための、農林水産物の安定生産と

付加価値向上 

長崎県水産業振興基本計画 
基本目標Ⅰ．次世代へつなぐ水産資源と漁場づくり 

基本施策２．栽培漁業の効率的な推進 

１ 研究の概要(100文字) 

クエ（アラ）資源の持続的な利用を図るため、本種の資源生物学及び生態学的知見を明らかにし、資源の的

確な評価、効果的な放流手法の開発と資源管理手法の検討を行い、それらを組み合わせた資源増殖手法を検

討する。 

研究項目 

①資源の的確な評価 

②効果的な放流手法の開発 

③資源増殖手法の検討 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

近年、沿岸地先で操業ができ、市場価値が高いクエ漁に着業する漁業者が増加傾向にあり、クエ資源の維

持増大を目指した種苗放流への漁業者ニーズが高まっている。一方、漁業者は漁獲圧の増加にともなう資源

への悪影響を懸念しており、早急に資源の的確な評価と効果的な種苗放流・資源管理等による資源の持続的

な利用方法の開発が求められている。 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

県内の種苗放流数量は年々増大しており、H23 年度は 115 千尾。県総合計画等でもこの効果的な実施と資

源評価を基にした資源の安定対策推進を支援策としている。これまでの調査において、クエ資源とその利用は

長崎県沿岸に集中していると考えられ、管理対策も本県が率先して取り組む必要がある。既に､漁業者、行政、

市場等の参集による意見交換会を開催し管理対策協議に向かっている。  

また、研究は多くの知見を有する（独）水産総合研究センター五島栽培漁業センターと移動･回遊調査技術の

高い長崎大学と連携して進める。  

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
23

Ｈ
24

Ｈ 
25 

Ｈ 
26 

Ｈ 
27 

単位 

目標 ←     2     → 項目数
① 

・資源生態の把握（成長、移動、行動等） 

・資源状態の把握（年齢別漁獲尾数等） 

資源の的

確な評価 実績 ← 2 →     

目標 ←     2     → 項目数
② 

・標識放流追跡調査（サイズ、場所等） 
・放流効果の把握（回収率、回収重量等） 

効果的な
放流手法
の開発 実績 ← 2 →     

目標 1 1 1 1 1 
検討会

回数 ③ 
種苗放流と資源管理を組み合わせた資
源増殖手法の検討 

漁業者との
検討会 

実績 1 1    - 

 

 

 



１） 参加研究機関等の役割分担 

機関名 研究項目 研究内容 

総合水試 

 

 

①資源の的確な評価 

②効果的な放流手法の開発 

③資源増殖手法の検討 

・成長等解明、年齢別漁獲尾数等把握 

・標識放流追跡調査、効果把握（調査場所：西彼、北松等） 

・種苗放流と資源管理を組み合わせた資源増殖手法検討 

水研セ五島 

 

①資源の的確な評価 

②効果的な放流手法の開発 

・移動等解明 

・標識放流追跡調査、効果把握（調査場所：五島、近隣県等）

長崎大学 ①資源の的確な評価 ・行動等解明 

２） 予算 
 

財源 研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算 22,123 14,015 8,108   8,108
23年度 4,517 2,803 1,714   1,714
24年度 4,517 2,803 1,714   1,714
25年度 4,363 2,803 1,560   1,560
26年度 4,363 2,803 1,560   1,560
27年度 4,363 2,803 1,560   1,560

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 

（研究開発の途中で見直した事項） 

  

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績

Ｈ
23

Ｈ
24

Ｈ
25

Ｈ
26

Ｈ
27

得られる成果の補足説明等 

① 資源の的確な評価 1 - - -   １ 資源の評価結果 

② 
効果的な放流手法の
開発 

1 - - -   １ 放流手法（サイズ、場所）開発 

③ 資源増殖手法の検討 1 - - -   １ マニュアル化の検討 

１） 従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 
・県内の主要産地である五島漁協三井楽支所や豊玉町漁協水崎支所、県内産の漁獲物出荷が集中する長崎

魚市や福岡魚市での漁獲物調査を実施し、資源評価の基礎となるデータ収集を実施した。 

・標識放流と追跡調査から、浅い水深帯（約 2～5m）を有する港内放流群での生残が高いこと、放流後の成長

（5歳魚まで）と再捕位置の把握ができた。 

・産卵親魚調査を行い、2～6月に五島海域で漁獲された7～12歳・3.7～7.5kgの個体14尾で卵巣の成熟が確

認された。 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

・県内での放流尾数は年々増大。これまでに培った放流技術と生態的知見は関係者に周知・指導している。 

・学習会や意見交換会を開催し、資源管理に前向きな意見が得られた。資源管理課と連携して資源管理の主

体となる関係漁業者の組織化を図る。 

・社会情勢（サイズ・時期と市場価格等）、地域情勢（操業実態や漁獲物組成等）を考慮した資源管理手法を検 

討・提示していく。 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 
・経済効果 ：クエ資源の持続的な利用を図ることで漁家収入の安定・増加が見込まれる。さらに、クエの漁獲
の安定に伴い長崎県の特産種としてのブランド化が期待され、経済的・社会的効果は大きい。（年間漁獲量
90トン、漁獲金額5億円の維持） 

 

（研究開発の途中で見直した事項） 

・事前評価における評価委員会の意向に沿って研究スケジュールを見直し、資源管理手法の検討（マニュアル

化）について一部前倒することとした。 

 



別紙２（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（２２年度） 

評価結果 

(総合評価段階 ： Ａ ) 

・必 要 性 ： Ｓ 

市場価値の高いクエは、沿岸地先でも漁獲でき

ることから着業する漁業者が増加している。漁業者

は漁獲圧の増加による資源への悪影響も懸念して

おり、資源の持続的な利用のための的確な資源評

価、効果的な種苗放流技術や資源管理手法の開発

が求められている。 

・効 率 性 ： Ａ 

クエの資源状態や生態的な知見については、

（独）水産総合研究センター五島栽培漁業センター

や長崎大学と共同で効率的に試験研究を進める。 

・有 効 性 ： Ａ 

的確な資源評価、効果的な種苗法流と資源管理

によりクエ資源の維持をめざすもので、開発した技

術については、行政機関および組織化された漁業

者団体と連携することにより効率的な現場展開を図

ることで、漁獲の維持・安定、さらには本県特産種と

してのブランド化など大きな経済効果が期待され

る。 

・総合評価 ： Ａ 

市場価値が高く、漁獲対象として漁獲圧が高まっ

ているクエは、資源の持続的な利用に向けた、資源

の的確な評価、効果的な種苗放流技術や資源管理

手法の開発が必要である。 

開発に当たっては、大学等の関係研究機関との

共同研究により効率よく進めるとともに、開発した技

術を、行政機関および組織化された漁業者団体と

連携することにより効率的に現場に展開すること

で、漁獲の維持・安定、さらには本県特産種として

のブランド化など大きな経済効果が期待される。 

（２２年度） 

評価結果 

(総合評価段階 ： Ａ ) 

・必 要 性 ： Ａ 

資源管理と種苗放流を組み合わせた地域特産種

の資源増大モデルとして研究の必要性が認められ

る。 

 

 

 

・効 率 性 ： Ａ 

国や大学との共同研究の実施、漁業者団体との

連携も計画に含まれており、効率性は高い。 

 

・有 効 性 ： Ａ 

クエの資源生物学的な知見を集め、資源管理に

役立てようとする研究で、経済効果も大きい。今後、

クエの種苗生産技術等の確立により、放流が進め

ば、過剰な漁獲が予想されるため、放流技術と併

せて資源管理技術を開発することは大きな意義が

ある。 

 

・総合評価 ： Ａ 

資源管理手法の検討（マニュアル化の検討）は最

終年度の平成２７年度の予定であるが、出来るだ

け、前倒しで実施することを望む。 

 対応 対応 ： 

漁獲努力量の増加、漁獲物の小型化などから資

源が減少傾向にあることが予想され、早急に資源

管理手法を検討する必要があります。 

このため、資源生態や漁業資源学的知見の収集

を急ぎ、できるだけ前倒しで資源管理手法の検討を

行います。さらに、漁業者検討会等で早期に実現可

能な資源管理手法を協議できるように努力します。



 

 

途 

 

中 

（２５年度） 

評価結果 

(総合評価段階 ： Ａ ) 

・必 要 性 ： Ａ 

市場価値の高いクエは、沿岸地先でも漁獲でき

ることから着業する漁業者が増加している。漁業者

は漁獲圧の増加による資源への悪影響も懸念して

おり、資源の持続的な利用のための的確な資源評

価、効果的な種苗放流技術や資源管理手法の開発

が求められている。 

・効 率 性 ： Ａ 

   関係漁協に対するアンケート調査を実施し、漁獲

量の推移、操業実態、放流実態等を把握した。ま

た、主要な市場や産地（五島漁協三井楽支所、豊玉

町漁協水崎支所、大瀬戸町漁協）の取扱量や漁獲

物組成等を調査し、資源評価につながる基礎資料

を整理した。 

 

 

・有 効 性 ： Ａ 

本場で生産した種苗を用い、これまでに数パター

ンの放流と追跡調査を実施してきたことで技術開発

（適地・適サイズ）が進んだ。 

不明であった産卵生態について、7～12歳、3.7～

7.5kgの個体で卵巣の成熟が確認できた。 

 

・総合評価 ： Ａ 

   調査結果から、放流魚の保護、漁獲物のサイズ

規制や操業期間の短縮等の資源管理手法の具体

的検討に向けた知見が得られた。 

   また、その取り組みのために関係者参集による

意見交換会等の開催し、放流技術や資源状況にか

かる情報の共有を図ってきた。 

今後、関係漁業者による資源管理組織設立・協議

と本県特産種としてのブランド化などの経済効果に

波及させるための道筋が見えてきた。 

 

（２５年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ ) 

・必 要 性：Ａ 

高級魚として需要の高いクエの資源維持と持続

的利用を目指すために、生態の解明や資源管理・

種苗放流手法を検討することは必要性が高く、県研

究機関が取り組むべき課題である。  

 

 

・効 率 性：Ａ 

資源管理技術の開発に向け、生態や資源状況の

把握から具体的な資源増殖手法の開発まで段階的

に設定された研究目標は明確であり適切に管理さ

れている。また、調査に関する漁業者・漁協との意

見交換や連携など行いながら研究が進められてお

り、効率性は高い。クエの体長の小型化が顕著で

あり、資源の枯渇が懸念されるため、スピード感を

もって取り組んでいただきたい。  

・有 効 性：Ａ 

天然資源の枯渇が危惧されることから、人工種

苗の放流による持続的な資源管理を行うこと、天然

魚と放流魚の生態的な知見を踏まえて資源管理手

法を確立することは有効性が高い。また、漁業者へ

の結果還元を行いながら研究を進めていることも有

効性が高い。 

・総合評価：Ａ 

長崎県のクエ種苗生産技術は全国トップを走って

おり、資源管理についてもリーダーシップを発揮し、

クエ資源の持続的利用に向けた資源管理手法の提

言がなされることを期待する。今後、近県との連携

も進め、国に対しても広域的な資源管理に向け国

事業での調査・研究をリクエストしていくことも必

要。漁業者への研究結果の還元により、放流魚の

再捕率アップやそれに伴う収入の向上が図られれ

ば、評価はより高くなると思料する。 

 対応 対応 

  関係機関との連携等による、広域的かつ効率的な

生態調査や情報交換等を推進し、漁業者に対する

より多くの研究成果の還元と具体的な資源管理手

法の提案を目指します。 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 



・総合評価 ・総合評価 

 対応 対応 



■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 
Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成１９年度 
（事前評価） 
Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成１８年度 
（事前評価） 
１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 


